＜申請に必要な書類＞
年度先進的防災技術実用化支援事業

· 申請書はA4判で片面印刷してください。　両面印刷は不可です。（確定申告書の写しを除く）

· 書類はクリップ留めとし、ステープル留め、ファイリング等は行わないでください。

· 申請書類は、別途、必ず写しを保管してください。
· 共同申請の場合は、一部書類（３　登記簿謄本等、４ 確定申告書、５ 納税証明書、６ 事業者関連書類）について、参加事業者全社分を提出してください。
	１　申請前確認書（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	申請前確認書（Wordファイル）　
	正１部
	

	

	

	２　申請書（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	申請書

表紙　実施計画 １～６（Excelファイル）
実施計画　　　　　７～１４（Excelファイル）
実施計画 　　　　１５～１７（Excelファイル）
	正１部

副3部
	

	

	３　登記簿謄本等（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	【法人】
	【個人事業主】
	各１部
	

	発行後3か月以内の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の原本
	都内税務署に提出した「個人事業の開業・廃業等届出書」の写し
	
	

	

	４　確定申告書（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	税務署へ提出した直近２期分の確定申告書の全ての写し

・税務署の受付印があるもの

電子申告の場合は、税務署から送信された受付結果（受付通知）を添付

・創業２年未満の場合は確定申告書直近１期分の写しで可
	各期

１部
	

	【法人】
	【個人事業主】
	
	

	①別表1～16　

②貸借対照表

③損益計算書

④販売費及び一般管理費内訳書※
⑤製造原価報告書※
⑥株主資本等変動計算書

⑦個別注記表

⑧勘定科目明細書

⑨法人事業概況説明書

※④⑤は未作成の場合省略可
	①第一表　

②全ての事業の収支内訳書又は青色申告決算書（貸借対照表を含む）
	
	


	５　納税証明書（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	【法人】
	【個人事業主】
	各１部
	

	①法人事業税納税証明書（都税事務所発行）

②法人都民税納税証明書（都税事務所発行）

・①②の２件の同時記載可
	①個人事業税の納税証明書（都税事務所発行）

・非課税の場合は、代表者の所得税証明書「その１」(所管税務署発行)
②代表者の住民税の納税証明書又は非課税証明書（区市町村発行）
	
	

	直近期分の原本
	
	

	
	
	

	６　事業者関連書類（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	社歴書（経歴書）　

・会社概要可
	４部
	

	
	
	

	７　　改良前の証拠書類（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	改良元となる当該製品・技術のカタログ、仕様書、写真、試験結果等
※他社から製造権・販売権を得た技術製品を選択した場合・・・・・・・・・・・・・契約書
	４部
	

	申請書７（１）参照

	
	
	

	8　申請者提出物（必須）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	長形３号封筒　宛名及び担当者名を明記、切手不要
	２セット
	

	審査結果通知用

	

	9　積算根拠資料（機械装置・工具器具費）
	部数
	ﾁｪｯｸ

	見積書の写し（２社以上）
・市販品の場合は価格表示のあるカタログ等でも可
	各１部
	

	１件100万円（税抜）以上の機械装置・工具器具購入の場合、必須

	

	10　権利関係確認資料
	部数
	ﾁｪｯｸ

	特許等の公報の写し
	各４部
	

	申請書「９.産業財産権」において、産業財産権の出願又は保有、実施許諾の予定に関して「あり」を選択した場合、必須

	

	11  補足資料
	部数
	ﾁｪｯｸ

	その他補足説明資料
・企画書、仕様書、図面、システム構成図、フローチャート等
	4部
	

	Ａ４用紙30ページ以内

提出は任意



